第３７回ＤＰＩ日本会議全国集会
　開催要綱
ついに迫る！障害者権利委員会第1回日本との建設的対話
■　日　時　 
2022年
5月28日（土）13時から18時まで



5月29日（日）10時30分から17時まで
■　開催方法
Zoom Webinar
◆　参加費
無料（寄付をお願いする）
◇　主　催
認定ＮＰＯ法人ＤＰＩ日本会議
◇　後援（予定）

内閣府、外務省、厚生労働省、国土交通省、文部科学省、日本労働組合総連合会、

日本障害フォーラム（JDF）

◇　後援、助成（予定）
全日本自治団体労働組合、日本教職員組合、全国労働組合連絡協議会、全日本水道労働組合、
東京都労働組合連合会、自治労東京都本部、自治労東京都庁職員労働組合、
全水道東京水道労働組合、東京交通労働組合、東京清掃労働組合、テレビ朝日福祉文化事業団、

朝日新聞厚生文化事業団、在日本大韓民国民団、部落解放同盟中央本部、（宗）真如苑、㈱土屋
■ プログラム（敬称略）
1日目　5月28日（土）（13時～16時）
・認定ＮＰＯ法人ＤＰＩ日本会議2021年度総会　



13時～16時
・第37回DPI日本会議全国集会　全体会




16時～18時
16時-16時10分　主催者、来賓挨拶
16時10分-16時30分　全体会「ついに迫る！障害者権利委員会第1回日本との建設的対話」

●第一部「障害者差別解消法基本方針改定の状況」
昨年、障害者差別解消法が改正され、今年は法の具体的な取り組みを定める基本方針の見直しが最大の焦点となる。内閣府は昨年から障害者差別解消の相談体制等に関する検討会を開催し、調査研究事業を行った。
さらに、障害者政策委員会では昨秋、障害者団体・事業者団体・地方公共団体の合計６３団体のヒアリングを実施し、今春から、具体的な議論が始まる。差別の定義、法の対象範囲、ワンストップ相談窓口、障害女性の複合差別等が焦点となる。

これまでの経過や見直しの課題を整理し、調査研究事業の内容と国におけるワンストップ相談窓口を巡る状況を報告する。

講師：尾上浩二（DPI日本会議副議長）
16時30分-18時
●第二部「国連障害者権利委員会　第一回対日審査に向けて」
夏に開催される第27会期障害者権利委員会で、いよいよ日本の第１回建設的対話（審査）が実施される。DPIは日本障害フォーラム（JDF）の構成員として、2017年からパラレルレポートの作成やジュネーブへの傍聴団の派遣等積極的に取り組んできた。
建設的対話の後には、総括所見（勧告）が出され、日本政府のさらなる法制度の拡充が促される。建設的対話に向けた日本政府、内閣府障害者政策委員会、JDFの取り組みを報告し、建設的対話の意義と総括所見を展望する。

①外務省　（15分）

「対日審査に向けた取り組み、事前質問事項の回答等について」
②石川　准（内閣府障害者政策委員会委員長）（25分）

「障害者の権利に関する条約の実施状況に係る障害者政策委員会の見解について」。

③崔　栄繁（DPI日本会議議長補佐）（25分）

JDFの取り組みとパラレルレポートの主なポイント等を報告
司会：佐藤聡（DPI日本会議事務局長）　

2日目　5月29日（日）（10時30分～17時）
午前の部　10時30分～12時15分

■地域生活分科会「今こそ本気の地域移行の仕組みを！～障害者総合支援法見直しへの提案～」
現在、社会保障審議会障害者部会では障害者総合支援法の見直しについて検討されている。DPI日本会議としては、「DPIビジョン2030」に掲げた脱施設・脱病院に向けた実効性のある地域移行の仕組みを今回の見直しの中に盛り込めるよう、他団体とも連携しながら取り組んでいる。

今夏にはいよいよ国連障害者権利委員会による日本の条約審査が行われる予定であり、条約審査の過程や権利委員会から出される総括所見、脱施設ＷＧによる脱施設ガイドラインなども活用しながら厚労省や国会議員へ働きかけていく必要がある。

このような情勢の中、本分科会では、地域移行に取り組まれている事業者やＣＩＬにご登壇いただき、それぞれの実践の中からみえている現行の地域移行施策の問題点や課題、実効性のある地域移行の仕組みを作るための提案を伺い、総合支援法見直しに向けた議論を深めていきたい。
登壇者：調整中
昼食休憩
12時15分-13時15分
午後の部
13時15分-15時
障害女性分科会「北海道知的障害女性０歳児遺棄事件から考える－私たちの「性と生殖の権利」－」
北海道の就労支援施設で知的障害のある女性がトイレで出産し、窒息死させた罪で有罪となった。事件は何故起きたのだろうか。障害女性の実態調査と困難に取り組んできた当事者から報告を受けるとともに、社会的背景にある障害者の性と生殖の権利について理解を深めて、障害者への優生思想について参加者と一緒に考える。

■報告
①「障害女性複合差別実態調査から」
佐々木　貞子(DPI常任委員・DPI女性障害者ネットワークメンバー) (15分)

②「性と生殖の権利について」
長沖　暁子(SOSHIREN女(わたし)のからだから) (15分)
③「北海道知的障害女性０歳児遺棄事件にある社会的背景と私たちの活動
藤原　久美子(DPI常任委員・DPI女性障害者ネットワーク代表) (15分)
■知的障害女性の指定発言、他調整中
■質疑応答（15分）
コーディネーター：平野　みどり(DPI日本会議議長)
● 休憩　15時～15時15分
15時15分～17時
・雇用労働分科会「法定雇用率達成代行ビジネスの現状から障害者雇用の意義と課題を考える。」

障害者施策の基本は、全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現である。

この基本的な考え方は、障害者雇用についても共通するものであり、様々な課題や難問があっても、共に働くことのできる職場や労働環境の整備及び支援体制等の確保が必要である。

しかし、こうした本来の主旨に反して、一般就労として障害者のみを分離・隔離した職場（法定雇用率達成代行ビジネス）での雇用が進められてきている。

本分科会では、このような現状を確認・検証するとともに、障害者雇用の現状と課題及びその意義を確認し、今後の障害者雇用施策に反映することを目的として実施する。

■パネリスト

・松井　亮輔（法政大学名誉教授）
・藤尾　健二（NPO法人ワークス未来千葉、千葉障害者就業支援キャリアセンター長）　　　
・安藤　信哉（公益社団法人全国脊髄損傷者連合会事務局長、株式会社障碍社　代表取締役）

◇進行役
西村 正樹（DPI日本会議副議長）
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